
 
 

不動産と税 
不 動 産 に 関 係 の あ る 税 金 は 、 国 税 、 地 方 税 な ど こ の よ う な 税 金 が 課 税 さ れ ま す 。  

 国   税    県   税    市  町  税   

 相 続 税  

贈 与 税  

登 録 免 許 税  

所 得 税  

法 人 税  

  不 動 産 取 得 税  
（ 固 定 資 産 税 ）  
県 民 税  

 

  固 定 資 産 税  

都 市 計 画 税  

特 別 土 地 保 有 税  

市 町 民 税  

 

         

 取 得 し た 時  所 有 し て い る 時  譲 渡 し た 時   

 不 動 産 取 得 税 

特 別 土 地 保 有 税 

相 続 税 

贈 与 税 

登 録 免 許 税 

固 定 資 産 税 

都 市 計 画 税 

特 別 土 地 保 有 税 

県 民 税 

市 町 民 税 

所 得 税 

法 人 税 

 

※ 不 動 産 に 関 す る 税 金 に は 、 こ の ほ か に 消 費 税 ・ 地 方 消 費 税 や 印 紙 税 が あ り ま す 。  

 

不動産取得税                   県 税  

不 動 産 取 得 税 は 、 登 記 の 有 無 や 有 償 ・ 無 償 ま た は そ の 原 因 （ 売 買 、 贈 与 、 交 換 な ど ）

に 関 わ ら ず 、 不 動 産 （ 土 地 ・ 家 屋 ） を 取 得 し た と き に 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

・ 土 地 を 売 買 、 交 換 、 贈 与 な ど に よ り 取 得 し た 人  

 ・ 家 屋 を 新 築 、 増 ・ 改 築 、 売 買 、 贈 与 な ど に よ り 取 得 し た 人  

 

２  納 め る 額 は  

 

不 動 産 の 価 格 （ 注 1 ）  

（ 課 税 標 準 ）  

 

  × 税  率 （ 注 2 ） ＝  

 
税  額  

 
  （ 注 １ ） 不 動 産 取 得 税 の 課 税 標 準 と な る 不 動 産 の 価 格 は 、 次 の 価 格 に よ り ま す 。  

        ①  実 際 の 購 入 価 格 や 建 築 工 事 の 請 負 価 格 等 で は な く 、原 則 と し て 、不 動 産 を 取 得 し た

と き の 市 町 の 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 価 格 に よ り ま す 。  
        ②  家 屋 の 新 築・増 築・改 築 の 場 合 な ど 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 価 格 が 登 録 さ れ て い な い 場

合 、総 務 大 臣 の 定 め る「 固 定 資 産 評 価 基 準 」に よ り 評 価 し て 知 事 が 決 定 し た 価 格 に よ

り ま す 。  
※  た だ し 、宅 地 評 価 土 地（ 宅 地 お よ び 宅 地 比 準 土 地 ）を 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で に 取 得 し た

場 合 は 、 不 動 産 の 価 格 の ２ 分 の １ を 課 税 標 準 と す る 特 例 措 置 が 講 じ ら れ て い ま す 。  

な お 、宅 地 比 準 土 地 と は 、 宅 地 以 外 の 土 地 （ 山 林 、雑 種 地 等 ） で 課 税 標 準 と な る 不 動 産 の

価 格 が 、 そ の 状 況 の 類 似 す る 宅 地 の 価 格 に 比 準 し て 決 定 さ れ た 土 地 を い い ま す 。  
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（ 注 ２ ） 税 率 は 、 下 表 の と お り で す 。  

取 得 の 時 期  土 地 に 対 す る 税 率  
家 屋 に 対 す る 税 率  

住 宅  住宅以外 

H20.4 .1～ Ｒ ９ .3 .31 ３ ％  ３ ％  ４ ％  

○  免 税 点  

  ①  価 格 が 10 万 円 未 満 の 土 地 を 取 得 し た と き 。  

  ②  価 格 が 23 万 円 未 満 の 家 屋 を 建 築 （ 新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 ） し た と き 、 ま た は 価 格 が 12 万

円 未 満 の 家 屋 を 取 得 （ 建 築 を 除 く ） し た と き 。  

 

３  納 め る 方 法 は  

○  申 告  

不 動 産 の 取 得 の 日 か ら 60 日 以 内 に 、 不 動 産 の 所 在 地 の 市 町 長 を 経 由 し て 知 事 に 取

得 の 申 告 書 を 提 出 し ま す 。 （ た だ し 、 当 該 期 間 内 に 表 示 に 関 す る 登 記 ま た は 所 有 権 の

登 記 の 申 請 を し た 場 合 は 、 こ の 限 り で は あ り ま せ ん 。 ）  

○  納 税  

県 税 事 務 所 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、 通 知 書 に 記 載 さ れ た 納 期 限 ま で に 納

め ま す 。  

 

４  住 宅 や 住 宅 用 土 地 に 対 す る 軽 減 に つ い て  

１  住 宅 に 対 す る 軽 減  

（ １ ） 新 築 住 宅 ・ 新 築 未 使 用 住 宅  

 住 宅 の 床 面 積 が 50 ㎡ 以 上 240 ㎡ 以 下 （ 貸 家 共 同 住 宅 の 場 合 の 下 限 は 、 １ 戸

当 た り 40 ㎡ 以 上 ） で あ る 要 件 等 を 満 た す 住 宅 を 建 築 し た と き 、 ま た は 未 使 用 の

新 築 住 宅 を 購 入 し た と き に は 、１ 戸 に つ き 1,200 万 円（ ※ ）が 価 格（ 評 価 額 ）か

ら 控 除 さ れ ま す 。 （ な お 、 こ の 床 面 積 は 、 今 回 取 得 し た 住 宅 と 同 一 敷 地 内 に 一 構

と な る べ き 住 宅 全 体 で 判 定 し ま す 。 ）  

（ ※ ）  長 期 優 良 住 宅 の 普 及 の 促 進 に 関 す る 法 律 に 規 定 す る 認 定 長 期 優 良 住 宅 の 新 築 の

場 合 に つ い て は 、平 成 21 年 ６ 月 ４ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で の 間 に 取 得 し た

場 合 に 限 り 1,300 万 円 と な り ま す 。  

（ ２ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 適 合 既 存 住 宅 ）  

取 得 し た 人 が 居 住 す る 住 宅 の 床 面 積 が 50 ㎡ 以 上 240 ㎡ 以 下 で あ り 、 次 の い

ず れ か の 要 件 を 満 た す 中 古 住 宅 を 取 得 し た と き に は 、当 該 中 古 住 宅 が 新 築 さ れ た

日 に 応 じ て 、 １ 戸 に つ き 当 該 住 宅 が 新 築 さ れ た 時 点 に お け る 控 除 額 が 価 格 （ 固 定

資 産 課 税 台 帳 登 録 価 格 ） か ら 控 除 さ れ ま す 。  

①  昭 和 57 年 １ 月 １ 日 以 降 に 新 築 さ れ た も の 。  

②  昭 和 56 年 12 月 31 日 以 前 に 新 築 さ れ た も の で 、 新 耐 震 基 準 を 満 た す こ と

が 証 明 さ れ た も の （ 当 該 住 宅 の 取 得 の 日 前 ２ 年 以 内 に 調 査 が 終 了 し た も の に 限

る ） 。  

新 築 さ れ た 日  控 除 さ れ る 額  

昭 和 51年 １ 月 1日 ～ 昭 和 56年 6月 30日  350 万 円  

昭 和 56年 ７ 月 1日 ～ 昭 和 60年 6月 30日  420 万 円  

昭 和 60年 7月 1日 ～ 平 成 元 年 3月 31日  450 万 円  

平 成 元 年 4月 1日 ～ 平 成 9年 3月 31日  1,000 万 円  

平 成 9年 4月 1日 以 降  1,200 万 円  
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（ ３ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ）  

住 宅 の 床 面 積 が 50 ㎡ 以 上 240 ㎡ 以 下 で あ り 、次 の 要 件 を す べ て 満 た す 中 古 住

宅 を 取 得 し た と き に は 、 当 該 中 古 住 宅 が 新 築 さ れ た 日 に 応 じ て 、 １ 戸 に つ き 当 該

住 宅 が 新 築 さ れ た 時 点 に お け る 控 除 額 に 税 率 （ ３ ％ ） を 乗 じ て 得 た 額 が 減 額 さ れ

ま す 。  

①  昭 和 56 年 12 月 31 日 以 前 に 新 築 さ れ た も の 。  

②  取 得 日 か ら ６ か 月 以 内 に 耐 震 改 修 を 行 い 、新 耐 震 基 準 に 適 合 す る 証 明 を 受 け 、

改 修 後 に 取 得 者 （ 個 人 ） が 居 住 す る こ と 。  

 

２  住 宅 用 の 土 地 に 対 す る 軽 減  

（ １ ） 新 築 住 宅 用 土 地  

次 の ① 、 ② い ず れ か の 要 件 を 満 た す 新 築 住 宅 用 土 地 を 取 得 し た 場 合 に は 、 土 地

の 取 得 に 対 す る 税 額 か ら 、 次 の （ ア ） 、 （ イ ） の い ず れ か 高 い 方 の 額 が 減 額 さ れ

ま す 。  

（ ア ） ４ ５ ， ０ ０ ０ 円  

（ イ ）  

   

 

（ ※ ） 宅 地 評 価 土 地 に つ い て は 、 特 例 措 置 適 用 後 の 価 格 に よ り 算 出 し た 価 格  

 

①  土 地 を 取 得 し た 日 か ら ２ 年 （ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で の 取 得 の 場 合 は ３ 年 ）

以 内 に 当 該 土 地 の 上 に 、１（ １ ）の 新 築 住 宅 を 取 得 し た 場 合 で 、一 定 の 要 件 を 満

た す と き  

②  土 地 を 取 得 し た 人 が 、取 得 の 日 前 １ 年 以 内 に 、そ の 土 地 の 上 に １（ １ ）の 新 築

住 宅 の 要 件 を 満 た す 住 宅 を 新 築 し て い た 場 合  

 

（ ２ ） 新 築 未 使 用 住 宅 用 土 地  

新 築 未 使 用 の １ （ １ ） の 新 築 住 宅 の 要 件 を 満 た す 住 宅 と そ の 土 地 を 、 住 宅 の 新

築 後 １ 年 以 内 に 取 得 し た 場 合 に は 、 ２ （ １ ） の 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 の 計 算 と 同

じ 計 算 に よ り 算 定 し た 額 が 減 額 さ れ ま す 。  

 

（ ３ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 適 合 既 存 住 宅 ） 用 土 地  

土 地 を 取 得 し た 人 が 、 取 得 の 日 か ら １ 年 以 内 ま た は 取 得 の 日 前 １ 年 以 内 に 、 そ

の 土 地 の 上 に あ る １ （ ２ ） の 中 古 住 宅 の 要 件 を 満 た す 住 宅 、 ま た は 、 新 築 未 使 用

の １ （ １ ） の 新 築 住 宅 の 要 件 を 満 た す 自 己 居 住 用 の 住 宅 で 新 築 さ れ た 日 か ら １ 年

以 上 経 過 し た も の を 取 得 し た 場 合 に は 、 ２ （ １ ） の 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 の 計 算

と 同 じ 計 算 に よ り 算 定 し た 額 が 減 額 さ れ ま す 。  

 

（ ４ ） 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） 用 土 地  

土 地 を 取 得 し た 人 が 、 取 得 の 日 か ら １ 年 以 内 ま た は 取 得 の 日 前 １ 年 以 内 に 、 そ

の 土 地 の 上 に あ る 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） を 取 得 し た 場 合 に は 、 ２

（ １ ）の 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 の 計 算 と 同 じ 計 算 に よ り 算 定 し た 額 が 減 額 さ れ ま

す 。  

※  中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） の 取 得 が １ （ ３ ） の 要 件 に 該 当 す る 場

合 に 限 る 。  

土 地 １ ㎡ 当 た り の 価 格

（ ※ ）  
×  住 宅 の 床 面 積 ×２  

（ 最 高 200 ㎡ ）  

× ３ ％  
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５  非 課 税 に つ い て （ 主 な も の ）  

 次 の 場 合 に は 、 不 動 産 取 得 税 は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

 １  相 続 等 の 形 式 的 な 所 有 権 の 移 転 等 に 対 す る 非 課 税  

 ２  用 途 に よ る 非 課 税  

  ①  学 校 法 人 や 宗 教 法 人 な ど が 、 そ の 本 来 の 事 業 の 用 に 供 す る 不 動 産 を 取 得 し た 場 合 

  ②  社 会 福 祉 法 人 な ど が 一 定 の 社 会 福 祉 の 事 業 の 用 に 供 す る 不 動 産 を 取 得 し た 場 合 

  ③  公 共 の 用 に 供 す る 道 路 な ど の 不 動 産 を 取 得 し た 場 合 等  

 

６  そ の 他 の 軽 減 に つ い て （ 主 な も の ） 

 次 の 場 合 に 該 当 す る と き 、 一 定 の 要 件 を 満 た す と 軽 減 さ れ ま す 。  

１  公 共 事 業 （ 収 用 す る こ と が で き る 事 業 ） の た め に 、 そ の 事 業 を 行 う 者 に 不 動 産 を

譲 渡 し た り 、 移 転 補 償 金 を 受 け た 者 が 、 一 定 期 間 内 に 代 替 不 動 産 を 取 得 し た 場 合  

２  譲 渡 担 保 と し て 不 動 産 を 取 得 し た 後 、 ２ 年 以 内 に 債 権 の 消 滅 に よ り 所 有 権 を 戻 し

た 場 合  

３  取 得 し た 不 動 産 が 、 取 得 の 日 か ら ３ か 月 以 内 に 発 生 し た 災 害 に よ り 本 来 の 用 に 供

す る こ と が で き な く な っ た 場 合  

４  災 害 に よ り 滅 失 等 し た 不 動 産 の 所 有 者 が ２ 年 以 内 に 代 替 不 動 産 を 取 得 し た 場 合  

５  取 り こ わ す こ と を 条 件 と し て 家 屋 を 取 得 し 、 使 用 す る こ と な く 直 ち に 取 り こ わ し

た 場 合  

６  宅 地 建 物 取 引 業 者 が 、 新 築 さ れ た 日 か ら １ ０ 年 以 上 経 過 し た 中 古 住 宅 を 取 得 し て

２ 年 以 内 に 、 一 定 の 改 修 工 事 を 行 っ た 後 に 個 人 へ 譲 渡 し 、 そ の 個 人 が 自 己 の 居 住 の

用 に 供 し た 場 合 の 宅 地 建 物 取 引 業 者 に 課 さ れ る 不 動 産 取 得 税 （ 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日

ま で の 取 得 に 限 る 。 ）  

７  宅 地 建 物 取 引 業 者 が 、 新 築 さ れ た 日 か ら 10 年 以 上 経 過 し た 中 古 住 宅 の 敷 地 の 用

に 供 す る 土 地（ そ の 中 古 住 宅 と と も に 取 得 し た も の に 限 る 。）を 取 得 し て 2 年 以 内

に そ の 土 地 の 上 に あ る 中 古 住 宅 に 対 し 一 定 の 改 修 工 事 を 行 っ た 後 、 そ の 中 古 住 宅 の

う ち 一 定 の も の の 敷 地 の 用 に 供 す る 土 地 を 個 人 に 譲 渡 し 、 そ の 個 人 が そ の 中 古 住 宅

の う ち 一 定 の も の を そ の 者 の 居 住 の 用 に 供 し た 場 合 の 宅 地 建 物 取 引 業 者 に 課 さ れ

る 土 地 の 取 得 に つ い て の 不 動 産 取 得 税 （ 令 和 ９ 年 3 月 31 日 ま で の 取 得 に 限 る 。 ） 

８  国 ま た は 地 方 公 共 団 体 か ら 不 動 産 を 購 入 ・ 建 築 す る た め の 補 助 金 の 交 付 を 受 け て

不 動 産 を 取 得 し た 場 合  

 

７  納 税 の 猶 予 に つ い て  

新 築 住 宅 用 土 地 お よ び 中 古 住 宅 用 土 地 に 対 し て 、 一 定 期 間 内 に 不 動 産 取 得 税 の 軽 減 を

受 け る 要 件 を 満 た す 予 定 で あ る こ と に つ い て 申 請 を し た 場 合 は 、 一 定 期 間 に 限 っ て 、 軽

減 さ れ る 見 込 額 の 納 税 が 猶 予 さ れ ま す 。  
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納 税 が 猶 予 さ れ る 場 合  猶 予 期 間  

新

築

住

宅

用

土

地 

 土 地 の 取 得 後 2 年 （ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で の 取 得 の 場 合

は ３ 年 ） 以 内 に そ の 土 地 の 上 に 、 土 地 を 取 得 し た 人 が 、 ４ １

（ １ ） 新 築 住 宅 を 新 築 す る こ と が 確 実 で あ る と き 等 一 定 の 要

件 を 満 た す 場 合 に は 、 ４ ２ （ １ ） 新 築 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相

当 す る 額 に つ い て 、 申 請 に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き

ま す 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら ３ 年 （ 100 戸

以 上 あ る 共 同 住 宅

等 で 一 定 の 要 件 を

満 た す 場 合 は ４

年 ）  

中

古

住

宅

□

耐

震

基

準

適

合

既

存

住

宅

□

用

土

地 

土 地 を 取 得 し た 人 が 取 得 後 １ 年 以 内 に そ の 土 地 の 上 に あ る

４ １ （ ２ ） 中 古 住 宅 を 取 得 す る こ と が 確 実 で あ る と き は 、 ４

２ （ ３ ） 中 古 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相 当 す る 額 に つ い て 、 申 請

に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き ま す 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら １ 年  

中

古

住

宅

□

耐

震

基

準

不

適

合

既

存

住

宅

□

用

土

地 

土 地 を 取 得 し た 人 が 取 得 後 １ 年 以 内 に そ の 土 地 の 上 に あ る

中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） を 取 得 す る こ と が 確 実

で あ る と き は 、 ４ ２ （ ４ ） 中 古 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相 当 す る

額 に つ い て 、 申 請 に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き ま す 。  

※  中 古 住 宅（ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ）の 取 得 が 、４ １（ ３ ） 

の 要 件 に 該 当 す る こ と が 確 実 で あ る 場 合 に 限 る 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら １ 年 ６ か 月  

土 地 を 取 得 し た 人 が 取 得 前 １ 年 の 期 間 内 に そ の 土 地 の 上 に

あ る 中 古 住 宅 （ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ） を 取 得 し て い た と

き は 、 ４ ２ （ ４ ） 中 古 住 宅 用 土 地 の 減 額 に 相 当 す る 額 に つ い

て 、 申 請 に よ り 徴 収 猶 予 を 受 け る こ と が で き ま す 。  

※  中 古 住 宅（ 耐 震 基 準 不 適 合 既 存 住 宅 ）の 取 得 が 、４ １（ ３ ） 

の 要 件 に 該 当 す る こ と が 確 実 で あ る 場 合 に 限 る 。  

土 地 を 取 得 し た 日

か ら ６ か 月  
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税 知識 チ ェ ック ・ ポイ ン ト ！  

わが家の不動産取得税はいくら？ 

 

問 題： 宅 地 を 令 和 ５ 年 10 月 １ 日 に 購 入 し 、そ の 土 地 の 上 に 令 和 ６ 年 ６ 月 １ 日 に 専 用 住

宅 を 新 築 し ま し た 。 不 動 産 取 得 税 は い く ら に な る で し ょ う ？  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 え ：  

【 土 地 の 税 額 】  

 （ 当 初 の 税 額 ）  

  1 ,200 万 円 ×1/2×３ ％ ＝ 18 万 円  

 （ 住 宅 が １ （ １ ） 新 築 住 宅 の 要 件 を 満 た す こ と に よ る 減 額 ）  

  1 ,200 万 円 ×1/2÷300 ㎡ ×200 ㎡ ×３ ％ ＝ 12 万 円  

  4 万 5 千 円 ＜ １ ２ 万 円 ⇒ １ ２ 万 円 減 額  

   ※ Ｐ ． 45 ４ ２ (１ )参 照  

（ 納 付 す べ き 税 額 ）  

  18 万 円 － 12 万 円 ＝ ６ 万 円  

  

 

【 家 屋 の 税 額 】  

  1 ,300 万 円 － 1,200 万 円 ＝ 100 万 円  

  100 万 円 ×３ ％ ＝ ３ 万 円   

た だ し 、 認 定 長 期 優 良 住 宅 の 場 合 は ０ 円 （ 1,300 万 円 － 1,300 万 円 ＝ ０ 円 ）  

 ※ Ｐ ． 44 ４ １ (1)参 照  

 

 

 

 

● 土 地  面 積  300 ㎡  

    固 定 資 産 課 税 台 帳 の 価 格  

 1 ,200 万 円  

● 家 屋  延 床 面 積  120 ㎡  

    取 得 時 の 評 価 額  1 ,300 万 円  

土 地 の 価 格 に ２

分 の １ を か け て

い る の は な ぜ だ

ろ う ？  

ヒ ン ト：43ペ ー ジ の（ 注 １ ）

を 見 て み よ う 。  

税 率 ３ ％ を か け

る だ け で は だ め

な の か な ？  

120 ㎡ ×２ ＝ 240 ㎡ で す が 200 ㎡ が 限 度 で す 。  
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固定資産税                  市町税  

 固 定 資 産 税 は 、 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 で 土 地 、 家 屋 、 償 却 資 産 を 所 有 し て い る 人 に 、 そ の

固 定 資 産 の 価 格 を も と に 算 定 さ れ た 額 が 課 さ れ る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 固 定 資 産 （ 土 地 、 家 屋 お よ び 償 却 資 産 ） の 所 有 者 と し て 、 固 定 資

産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 人  

 

２  納 め る 額 は  

 

固 定 資 産 の 価 格  

（ 課 税 標 準 ）  

 

  × 
税  率  

(1 .4％ ) 

 

＝  

 
税  額  

 
 
３  納 め る 方 法 は  

 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 所 有 者 が 、 市 町 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、 市 町 の 条 例 に

定 め ら れ た 納 期 （ 通 常 ４ 月 、 ７ 月 、 １ ２ 月 、 ２ 月 の 年 ４ 回 で す が 、 市 町 に よ り 異 な り ま

す 。 ） に 納 め ま す 。  

 な お 、 償 却 資 産 の 所 有 者 は 、 毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 償 却 資 産 の 内 容 等 を １ 月 ３ １ 日 ま で

に 申 告 し ま す 。  

 

○  固 定 資 産 と は  

固 定 資 産 と は 、 土 地 、 家 屋 、 償 却 資 産 を 総 称 し た も の で 、 次 の も の を い い ま す 。  

  【 土 地 】 田 、 畑 、 宅 地 、 塩 田 、 鉱 泉 地 、 池 沼 、 山 林 、 牧 場 、 原 野 、 そ の 他 の 土 地  

  【 家 屋 】 住 宅 、 店 舗 、 工 場 、 倉 庫 、 そ の 他 の 建 物  

  【 償 却 資 産 】 構 築 物 、 機 械 、 装 置 、 工 具 、 器 具 、 備 品 、 船 舶 、 車 両 、 運 搬 具 、 航 空

機 な ど の 事 業 用 資 産 で 、 法 人 税 ま た は 所 得 税 で 減 価 償 却 の 対 象 と な る

資 産 。 た だ し 、 自 動 車 税 、 軽 自 動 車 税 が 課 さ れ る 自 動 車 は 除 き ま す 。  

 

○  資 産 譲 渡 後 の 納 税 義 務 者  

固 定 資 産 税 は 、 １ 月 ２ 日 以 降 に 所 有 権 の 移 転 が 行 わ れ て も 、 そ の 年 の 納 税 義 務 者 は

変 更 さ れ ま せ ん 。 な お 、 売 買 契 約 な ど で 、 固 定 資 産 税 の 負 担 割 合 を 所 有 期 間 で あ ん 分

す る こ と が あ り ま す が 、 あ く ま で も 当 事 者 間 の 約 束 に と ど ま る も の で す 。  

 

○  価 格 （ 評 価 額 ） と は  

固 定 資 産 の 価 格 と は 、 市 町 の 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 価 格 で す 。 そ の 価

格 は 、 総 務 大 臣 が 定 め る 固 定 資 産 評 価 基 準 に し た が っ て 、 市 町 の 固 定 資 産 評 価 員 が 行

っ た 評 価 に 基 づ い て 、 市 町 長 が 決 定 し ま す 。  

 

○  土 地 ・ 家 屋 の 価 格  

土 地 ・ 家 屋 の 価 格 は 、 ３ 年 に 一 度 評 価 替 え を 行 い 、 価 格 を 決 定 し ま す 。 こ の 評 価 替

え の 年 度 を 基 準 年 度 と い い 、直 近 で は 令 和 ６ 年 度 が こ の 基 準 年 度 に 当 た り ま す 。な お 、

第 ２ 年 度 （ 令 和 ７ 年 度 ） 、 第 ３ 年 度 （ 令 和 ８ 年 度 ） は 、 原 則 と し て 基 準 年 度 （ 令 和 ６

年 度 ） の 価 格 を 据 え 置 き ま す 。  
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た だ し 、 新 築 、 増 改 築 等 の あ っ た 家 屋 お よ び 地 目 の 変 換 の あ っ た 土 地 な ど 基 準 年 度

の 価 格 に よ る こ と が 適 当 で な い 場 合 は 、新 た に 評 価 を 行 い 、新 し い 価 格 を 決 定 し ま す 。 

 

○  免 税 点  

次 の 場 合 に は 、 固 定 資 産 税 は 課 税 さ れ ま せ ん 。  

区  分  免   税   点  

土  地  固 定 資 産 の 価 格 （ 課 税 標 準 額 ） が  ３ ０ 万 円 未 満  

家  屋  固 定 資 産 の 価 格 （ 課 税 標 準 額 ） が  ２ ０ 万 円 未 満  

償 却 資 産  固 定 資 産 の 価 格 （ 課 税 標 準 額 ） が １ ５ ０ 万 円 未 満  

 

○  住 宅 用 地 の 申 告  

住 宅 用 地 の 認 定 の た め 、 次 の よ う な 場 合 に は 、 「 固 定 資 産 税 の 住 宅 用 地 等 申 告 書 」

の 提 出 が 必 要 で す 。  

 ①  住 宅 を 新 築 ・ 増 築 し た 場 合  

 ②  住 宅 を 全 部 ま た は 一 部 取 り 壊 し た 場 合  

 ③  家 屋 の 用 途 を 変 更 し た 場 合 （ 住 宅 か ら 店 舗 に 、 店 舗 か ら 住 宅 に 変 更 す る な ど ）  

 

○  住 宅 用 地 の 特 例 措 置  

住 宅 用 地 と は 、 住 宅 の 敷 地 と な っ て い る 土 地 を い い 、 住 宅 の 延 床 面 積 の １ ０ 倍 を 限

度 と し ま す 。 毎 年 １ 月 １ 日 （ 賦 課 期 日 ） 現 在 に 住 宅 用 地 で あ る も の に つ い て は 、 次 の

よ う な 課 税 標 準 の 特 例 措 置 が あ り ま す 。  

 ①  小 規 模 住 宅 用 地 （ ２ ０ ０ ㎡ ま で の 住 宅 用 地 ）    課 税 標 準 額 ＝ 価 格 ×１ ／ ６  

 ②  一 般 住 宅 用 地 （ ２ ０ ０ ㎡ を 超 え る 部 分 の 住 宅 用 地 ） 課 税 標 準 額 ＝ 価 格 ×１ ／ ３  

 

○  土 地 に 対 す る 負 担 調 整 措 置  

原 則 と し て 、 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ た 価 格 が 課 税 標 準 額 と な り ま す が 、 土 地

に つ い て は 過 去 か ら の 経 緯 で 、 地 域 や 土 地 に よ り 価 格 に ば ら つ き が 生 じ て い ま す 。 こ

の た め 、 課 税 の 公 平 の 観 点 か ら 、 ば ら つ き の あ る 価 格 に 対 す る 課 税 標 準 額 の 割 合 を 均

衡 化 さ せ る た め 、 税 負 担 の 調 整 措 置 が 講 じ ら れ て い ま す 。  

 

○  新 築 住 宅 に 対 す る 減 額 措 置  

一 定 の 要 件 を 満 た す 新 築 住 宅 に つ い て は 、 一 般 住 宅 の 場 合 、 新 築 後 ３ 年 度 分 （ ３ 階

建 以 上 の 中 高 層 耐 火 住 宅 は 、 新 築 後 ５ 年 度 分 ） 、 長 期 優 良 住 宅 の 場 合 、 新 築 後 5 年 度

分 （ ３ 階 建 以 上 の 中 高 層 耐 火 住 宅 は 、 新 築 後 ７ 年 度 分 ） に 限 り 、 固 定 資 産 税 額 の １ ／

２ が 減 額 さ れ ま す 。 減 額 の 対 象 と な る の は 、 住 居 と し て 用 い ら れ て い る 部 分 の み で 、

床 面 積 の １ ２ ０ ㎡ 分 に 相 当 す る 部 分 ま で が 減 額 さ れ ま す 。  

 

 

県固定資産税                            県税  

 固 定 資 産 税 は 、 本 来 は 市 町 税 で す が 、 県 固 定 資 産 税 は 、 市 町 の 財 政 上 の 均 衡 を 図 る 見

地 か ら 、 法 律 で 定 め る 一 定 限 度 以 上 の 償 却 資 産 に 対 し て 県 が 課 税 す る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

一 定 限 度 以 上 の 償 却 資 産 の 所 有 者  
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２  納 め る 額 は  

 

市 町 が 課 す る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準  

と な る べ き 金 額 を 超 え る 部 分 の 金 額  
× 

税  率  

（ 1.4％ ） 
＝  税  額  

 
３  納 め る 方 法 は  

○  申 告  

  毎 年 １ 月 31 日 ま で に 申 告 し ま す 。  

○  納 税  

  県 税 事 務 所 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、原 則 と し て 、５ 月 、７ 月 、12 月 お よ

び ２ 月 に 納 め ま す 。  

 

都市計画税                             市町税  

都 市 計 画 税 は 、 原 則 と し て 都 市 計 画 法 で 定 め る 市 街 化 区 域 内 に 所 在 す る 土 地 、 家 屋 に

対 し て 課 さ れ る 税 金 で 、 そ の 収 入 は 、 都 市 整 備 の 事 業 な ど の 費 用 に 充 て ら れ る 目 的 税 で

す 。  

 

１  納 め る 人 は  

原 則 と し て 都 市 計 画 法 で 定 め る 市 街 化 区 域 内 に 所 在 す る 土 地 、 家 屋 の 所 有 者 と し て 、

毎 年 １ 月 １ 日 現 在 、 固 定 資 産 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ て い る 人  

 

２  納 め る 額 は  

 

固 定 資 産 の 価 格  

（ 課 税 標 準 ）  

 

  × 税  率  

 

＝  

 
税  額  

 
（ １ ） 課 税 標 準 に つ い て は 、 ほ ぼ 固 定 資 産 税 の 場 合 と 同 様 に な っ て お り 、 土 地 に つ い て

は 負 担 調 整 措 置 が と ら れ て い ま す 。  
（ ２ ） 税 率 に つ い て は 、 市 町 の 条 例 に よ り 次 の よ う に 決 め ら れ て い ま す 。  

税 率  市   町  
０ ． ３ ％  大 津 市 、 彦 根 市 、 長 浜 市 、 近 江 八 幡 市 、 草 津 市  
０ ． ２ ％  守 山 市 、 栗 東 市 、 東 近 江 市 、 米 原 市 、 野 洲 市  

   ※  本 県 で は 、 上 記 以 外 の 市 町 に お い て は 都 市 計 画 税 は 課 税 さ れ て い ま せ ん 。  
   
 
３  納 め る 方 法 は  

毎 年 １ 月 １ 日 現 在 の 所 有 者 が 、 市 町 か ら 送 付 さ れ る 納 税 通 知 書 に よ り 、 固 定 資 産 税 と

あ わ せ て 市 町 の 条 例 に 定 め ら れ た 納 期（ 通 常 ４ 月 、７ 月 、１ ２ 月 、２ 月 の 年 ４ 回 で す が 、

市 町 に よ り 異 な り ま す 。 ） に 納 め ま す 。  
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贈与税                           国税  
 贈 与 税 は 、 個 人 か ら 財 産 を も ら っ た と き に 課 さ れ る 税 金 で す 。 そ の 課 税 方 法 に は 「 暦

年 課 税 」 と 「 相 続 時 精 算 課 税 」 が あ り ま す 。  
 な お 、 会 社 な ど 法 人 か ら 財 産 を も ら っ た と き は 、 一 時 所 得 と し て 所 得 税 の 課 税 対 象 と

な り ま す 。  
 

１  暦 年 課 税 制 度  

1 月 1 日 か ら 12 月 31 日 ま で の 1 年 間 に も ら っ た 財 産 の 合 計 額 （ 贈 与 財 産 額 ） が

110 万 円 を 超 え る 場 合 に 申 告 と 納 税 が 必 要 と な り ま す 。贈 与 を 受 け た 年 の １ 月 １ 日 に お

い て １ ８ 歳 以 上 の 人 が 、 父 母 や 祖 父 母 な ど の 直 系 尊 属 か ら 贈 与 を 受 け た 財 産 に 係 る 贈 与

税 の 税 率 は 、 「 一 般 税 率 」 で は な く 、 「 特 例 税 率 」 を 適 用 し ま す 。  

ま た 、 こ の 特 例 税 率 の 適 用 が あ る 財 産 の こ と を 「 特 例 贈 与 財 産 」 と い い 、 そ れ 以 外 の

一 般 税 率 を 適 用 す る 財 産 の こ と を 「 一 般 贈 与 財 産 」 と い い ま す 。  

 
○  税 額 の 計 算  

１  一 般 贈 与 財 産 又 は 特 例 贈 与 財 産 の い ず れ か の み の 財 産 を も ら っ た 場 合  

（ も ら っ た 財 産 の 合 計 額 － 110 万 円 ） × 税 率 (※ )－ 控 除 額  ＝  税 額  

 

※ 【 一 般 贈 与 財 産 用 】（ 一 般 税 率 ）  

 

 

※ 【 特 例 贈 与 財 産 用 】（ 特 例 税 率 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２  一 般 贈 与 財 産 と 特 例 贈 与 財 産 の 両 方 の 財 産 を も ら っ た 場 合  

   次 の ① お よ び ② の 合 計 額 （  ①  ＋  ②  ＝  税 額  ）  

   一 般 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  ａ  × （  Ａ ／ Ｃ  ）  …  ①  

   特 例 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  ｂ  × （  Ｂ ／ Ｃ  ）  …  ②   

（  ） 内 の 価 格  税  率  控 除 額  

200 万 円 以 下  10％  －  

300 万 円 以 下  15％  10 万 円   

400 万 円 以 下  20％  25 万 円   

600 万 円 以 下  30％  65 万 円   

1 ,000 万 円 以 下  40％  125 万 円   

1 ,500 万 円 以 下  45％  175 万 円  

3,000 万 円 以 下  50％  250 万 円  

3,000 万 円 超  55％  400 万 円   

（  ） 内 の 価 格  税  率  控 除 額  

200 万 円 以 下  10％  －  

400 万 円 以 下  15％  10 万 円   

600 万 円 以 下  20％  30 万 円   

1 ,000 万 円 以 下  30％  90 万 円   

1 ,500 万 円 以 下  40％  190 万 円   

3 ,000 万 円 以 下  45％  265 万 円  

4,500 万 円 以 下  50％  415 万 円  

4,500 万 円 超  55％  640 万 円   
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   Ａ ： 一 般 贈 与 財 産 の 価 額  

   Ｂ ： 特 例 贈 与 財 産 の 価 額  

   Ｃ ： 合 計 贈 与 価 額 （ Ａ ＋ B）  

   ａ ： 合 計 贈 与 価 額 Ｃ に つ い て 一 般 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額  

   ｂ ： 合 計 贈 与 価 額 Ｃ に つ い て 特 例 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額  

 

（ 暦 年 課 税 の 場 合 の 計 算 例 ）  
１  一 般 贈 与 財 産 500 万 円 の 現 金 の み を も ら っ た 場 合  

 

   （ 500 万 円 － 110 万 円 ） ×20%－ 25 万 円  ＝  53 万 円  

 

 ２  一 般 贈 与 財 産 100 万 円 (Ａ )の 現 金 と 特 例 贈 与 財 産 400 万 円 (Ｂ )の 現 金 の 合 計

500 万 円 (Ｃ )を も ら っ た 場 合  

 

   500 万 円  －  110 万 円  ＝  390 万 円  

 

   ａ 一 般 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額 ： 390 万 円 ×20％ － 25 万 円  ＝  53 万 円  

一 般 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  53 万 円  ×（ 100 万 円 ／ 500 万 円 ）  

                 ＝ 10.6 万 円  …  ①  

 

   ｂ 特 例 税 率 を 適 用 し て 計 算 し た 金 額 ： 390 万 円 ×15%－ 10 万 円  ＝  48.5 万 円  

特 例 贈 与 財 産 に 対 応 す る 金 額 ：  48.5 万 円  ×（ 400 万 円 ／ 500 万 円 ）  

                 ＝ 38.8 万 円  …  ②  

   ①  ＋  ②  ＝  49.4 万 円  

 

○  配 偶 者 控 除 の 特 例  
婚 姻 期 間 20 年 以 上 の 夫 婦 の 間 で 居 住 用 不 動 産 等 の 贈 与 が あ っ た 場 合 に は 、 一 定 の

要 件 に 当 て は ま れ ば 、 贈 与 税 の 申 告 を す る こ と に よ り 基 礎 控 除 額 110 万 円 の ほ か に

最 高 2,000 万 円 ま で の 配 偶 者 控 除 を 受 け ら れ ま す 。  

 
２  相 続 時 精 算 課 税 制 度  

特 定 の 贈 与 者 か ら １ 年 間 に 贈 与 を 受 け た 財 産 の 合 計 額 か ら 、 基 礎 控 除 額 を 控 除 し 、 特

別 控 除 （ 最 高 2,500 万 円 ） の 適 用 が あ る 場 合 は そ の 金 額 を 控 除 し た 残 額 に 、 20%の 税

率 を 乗 じ て 、 税 額 を 算 出 し 納 税 し ま す 。  

そ の 後 、 財 産 を 贈 与 し た 人 の 死 亡 時 に 、 そ の 贈 与 財 産 の 価 額 か ら 基 礎 控 除 額 を 控 除 し

た 残 額 を 相 続 財 産 に 加 算 し て 相 続 税 を 計 算 し た 上 で 、 贈 与 税 額 を 控 除 し 精 算 す る 贈 与 税

と 相 続 税 を 一 体 の も の と し て 課 税 す る 制 度 で す 。  

な お 、 こ の 制 度 の 適 用 を 受 け る に は 、 財 産 を 贈 与 し た 人 は 贈 与 を し た 年 の １ 月 １ 日 で

6０ 歳 以 上 で あ る こ と 、か つ 、財 産 の 贈 与 を 受 け た 人 は 贈 与 を 受 け た 年 の １ 月 １ 日 で 18

歳 以 上 で あ り 贈 与 者 の 子 や 孫 な ど で あ る こ と が 必 要 で す 。  

 

３  申 告 と 納 税 は  

贈 与 税 の 申 告 と 納 税 は 、原 則 、財 産 を も ら っ た 人 が 、も ら っ た 年 の 翌 年 の 2 月 1 日 か

ら 3 月 15 日 ま で に す る こ と に な っ て い ま す 。  
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相続税                           国税  

 相 続 税 は 、 亡 く な っ た 人 か ら 各 相 続 人 等 が 相 続 や 遺 贈 な ど に よ り 取 得 し た 財 産 の 価 額

の 合 計 額 か ら 債 務 な ど を 差 し 引 い た 額 （ 正 味 の 遺 産 額 ） が 基 礎 控 除 額 を 超 え る 場 合 に そ

の 超 え る 部 分 に 対 し て 、 課 さ れ る 税 金 で す 。  
 
１  正 味 の 遺 産 額  

正 味 の 遺 産 額 と は 、 不 動 産 、 有 価 証 券 、 預 金 、 現 金 な ど の 財 産 の 価 額 の 合 計 額 か ら 債

務 や 葬 式 費 用 な ど を 差 し 引 い た 額 を い い ま す 。  

な お 、 相 続 時 精 算 課 税 の 適 用 を 受 け た 財 産 や 相 続 開 始 前 ３ 年 以 内 の 贈 与 財 産 が あ る 場

合 は 正 味 の 遺 産 額 に 加 算 さ れ ま す 。  

 

２  基 礎 控 除 額  

基 礎 控 除 額 ＝ 3,000 万 円 ＋ 600 万 円 ×法 定 相 続 人 数  

法 定 相 続 人 数 は 、 原 則 と し て 、 民 法 に 規 定 さ れ て い る 相 続 人 （ 相 続 の 放 棄 が あ っ て も

な か っ た も の と し た 場 合 に お け る 相 続 人 ） の 数 に な り ま す 。 ま た 、 被 相 続 人 に 養 子 が い

る 場 合 、法 定 相 続 人 の 数 に 含 め る 養 子 の 数 は 、実 子 が い る と き は １ 人 (実 子 が い な い と き

は 2 人 )ま で と な り ま す 。  
 

３  納 め る 額 は  

（ 第 一 段 階 ）  

正 味 の 遺 産 額 か ら 基 礎 控 除 額 を 差 し 引 い た 額 を 法 定 相 続 人 ご と の 法 定 相 続 分 ど

お り に あ ん 分 し 、 そ れ ぞ れ に 税 率 を 適 用 し ま す 。  
  税 額 ＝ ① ×② － ③  
 

法 定 相 続 分 に 応 ず る 取 得 金 額 ①  税 率 ②  控 除 額 ③  

1,000 万 円 以 下  10％  －  

3,000 万 円 以 下  15％  50 万 円  

5,000 万 円 以 下  20％  200 万 円  

1 億 円 以 下  30％  700 万 円  

2 億 円 以 下  40％  1,700 万 円  

3 億 円 以 下  45％  2,700 万 円  

6 億 円 以 下  50％  4,200 万 円  

6 億 円 超  55％  7,200 万 円  

 

（ 第 二 段 階 ）  

第 一 段 階 で 求 め た 各 法 定 相 続 人 別 の 税 額 を 合 計 し た 額 （ 相 続 税 の 総 額 ） を 実 際 に

取 得 し た 正 味 の 遺 産 額 の 割 合 に 応 じ て 相 続 税 の 総 額 を 実 際 の 相 続 割 合 で あ ん 分 し

て 各 人 の 納 税 額 を 求 め ま す 。  
な お 、 配 偶 者 が 実 際 に 取 得 し た 正 味 の 遺 産 額 が 1 億 6,000 万 円 ま た は 法 定 相 続

分 に 応 ず る 金 額 の い ず れ か 多 い 金 額 ま で で あ れ ば 、配 偶 者 に 相 続 税 は か か り ま せ ん 。 

 
４  申 告 と 納 税 は  

相 続 税 の 申 告 と 納 税 は 、 被 相 続 人 が 死 亡 し た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら １ ０ か 月 以 内

に 行 う こ と に な っ て い ま す 。  
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（ 計 算 例 ）  

  法 定 相 続 人 が 妻 と 子 ２ 人 で 相 続 割 合 は 妻 2／ 5・ 子 2／ 5・ 子 1／ 5、 正 味 の 遺 産 額

が ２ 億 円 の 場 合  

  

正 味 の 遺 産 額 ２ 億 円 － 基 礎 控 除 額 4,800 万 円 （ 3,000 万 円 ＋ 600 万 円 ×3）  

＝ 1 億 5,200 万 円  

 

 こ れ を 各 人 の 法 定 相 続 分 で あ ん 分 す る と  

 

  

 

 

 

そ れ ぞ れ に 税 率 を 適 用 し て 相 続 税 の 総 額 を 求 め ま す 。  

 

 

 

 

 

 

  相 続 税 の 総 額 を 実 際 の 相 続 割 合 に あ ん 分 し て 各 人 の 納 税 額 を 求 め ま す 。  

 

  

 

 

 

※  妻 に つ い て は 正 味 の 遺 産 額 が 1 億 6,000 万 円 以 下 の た め 全 額 軽 減 さ れ ま す 。  

     な お 、 配 偶 者 の 税 額 軽 減 を 受 け る た め に は 相 続 税 の 申 告 書 に 、 遺 言 書 の 写 し 、

遺 産 分 割 協 議 書 の 写 し （ 相 続 人 全 員 の 印 鑑 証 明 書 を 添 付 し た も の ） な ど を 添 付 す

る 必 要 が あ り ま す 。  

 

 

 

登録免許税                   国税  

登 録 免 許 税 は 、 不 動 産 の 登 記 な ど を す る と き に か か る 税 金 で す 。  

 

１  納 め る 人 は  

登 記 な ど を す る 人  

 

２  納 め る 額 は  

登 記 な ど の 種 類 に 応 じ て 、 税 率 が 定 め ら れ て い ま す 。  

 

３  納 め る 方 法 は  

現 金 で 納 付 し 、 そ の 領 収 書 を 登 記 な ど の 申 請 書 に 貼 り 付 け て 登 記 所 に 提 出 し ま す 。 税

額 が ３ 万 円 以 下 の 場 合 に は 、 印 紙 に よ り 納 付 す る こ と も で き ま す 。  

妻 (1/2) 

7 ,600 万円  

子 (1/2×1/2) 

3 ,800 万円  

子 (1/2×1/2) 

3 ,800 万円  

妻 7,600 万円×30%－  700 万円＝ 1,580 万円  

子 3,800 万円×20%－  200 万円＝   560 万円     総額 2,700 万円   

子 3,800 万円×20%－  200 万円＝   560 万円  

妻 2,700 万円×2/5 

＝  1 ,080 万円  

子 2,700 万円×2/5 

＝  1 ,080 万円  

子 2,700 万円×1/5 

＝  540 万円  
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